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登壇 

 

上田：本日はお忙しい中、株式会社レオパレス 21、2024 年 3 月期決算説明会にご参加いただき、

誠にありがとうございます。司会を務めさせていただきます、上田でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。本日のスピーカーは、代表取締役社長、宮尾文也、取締役経営管理本部長、竹

倉慎二の 2 名です。 

本説明会は、決算報告の後、質疑応答の時間を設けております。終了時刻は 18 時を予定しており

ます。それでは、代表取締役社長、宮尾よりご説明いたします。 

 

宮尾：本日はお忙しい中ご参加いただき、ありがとうございます。代表取締役社長の宮尾でござい

ます。私からは、前期決算の総括、今期の経営方針や戦略、施工不備対応についてご説明させてい

ただきます。 

2024 年 3 月期決算は、前期比増収増益。平均入居率は計画比で若干下回ったものの、各段階利益

で計画を上回る着地となりました。これは、募集家賃のプライシング戦略を実行したことによる成
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約家賃単価の上昇、それに伴い稼働家賃単価も上昇したことと、法人部屋利用戸数も前期に引き続

き堅調に推移して 30 万 482 戸となり、3 月末としては 2018年 3 月期に次ぐ利用戸数水準となった

ことが要因です。 

資本政策においては、2023 年 7 月から 2024 年 1 月にかけて、総額 34 億円の自己株式の取得を実

行しました。また、前期の定時株主総会において、資本準備金の額の減少およびその他資本剰余金

の処分により、繰越利益剰余金の欠損を解消する決議がなされ、早期に復配できる体制を確保して

おりましたが、2024 年 3 月期は配当方針を変更して、期末配当予想を 1 株 5 円とし、今期は通年

で 1 株 10 円の予定としております。 

なお、2023 年 12 月には借入金 300 億円のリファイナンスを実施、金利は年 14.5%から 5.5%とな

り、通年では約 28 億円の増益効果も見込んでおります。 

施工不備対応については、前期約1万1,800戸の解消をしており、今後の予測改修戸数は1万6,400

戸です。 

 

4 ページをご覧ください。増収増益要因になった成約家賃単価の推移です。入居率は、期中平均入

居率で計画比マイナス 0.57 ポイントでしたが、募集家賃のプライシング戦略をエリア特性に合わ
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せて柔軟に対応したことにより、成約家賃単価は、施工不備問題発覚前の 2018 年 3 月期を上回る

形で推移しました。 

 

これらの結果を踏まえ、今期四つの経営方針を 5 ページにてお示ししております。 

一つ目は、施工不備への対応です。2024 年末までの明らかな不備解消に向け、空室だけでなく、

入居中の入居者様とも協議を行っておりますが、改修スピードの向上に努めるとともに、引き続き、

オーナー様、入居者様、関係省庁の方々への丁寧な対応を継続してまいります。 

二つ目は、収益力の強化です。期中平均入居率計画は 87%とし、成約家賃単価を前期比プラス

0.2%とするとともに、エリア特性に応じた施策の実行などを通じ、収益最適化戦略を継続して推

進してまいります。 

三つ目は、サステナビリティ経営の推進です。人的資本経営を通じ、さらなる筋肉質な体制とする

ことはもとより、DX の推進により、お客様の利便性向上などを通じ、他社との差別化を図ること

により持続可能な経営基盤の構築を図ってまいります。 
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四つ目は、中長期的な成長に向けた体制作りです。皆様からよくご質問いただく物件受注などの開

発事業再開に関しては、5 月より開発部門を新設し、将来的に開発事業を再開できる体制整備を構

築してまいります。 

また、施工不備問題によって毀損した当社ブランドの再構築を図るため、社内ブランディングの再

構築による社員エンゲージメントの向上や、当社のパーパスである「住まいをテーマに新たな価値

を創造しより良い暮らしを提供する」社会インフラ企業として、さまざまな施策を展開してまいり

ます。 

 

7ページをご覧ください。2024年 3月期の実績については、募集家賃のプライシング戦略をエリア

特性に合わせて柔軟に対応したことにより、成約家賃単価は施工不備発覚前の 2018 年 3 月期を上

回る形で推移し、売上高は前期実績計画を上回りました。 

さらに、原価の適正化や販管費の抑制、繰延税金資産の積増しにより、各段階利益で前期比、計画

比ともに大幅にプラスとなりました。純利益が回復した結果、期末の自己資本比率は 31.2%、純資

産は 716 億円と、1 年間で 387 億円の改善を見せております。 
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また、営業利益については、施工不備発覚前の 2018 年 3 月期 229 億円を上回る 233 億円で着地し

ており、今後とも適正な原価と適正な販管費の管理とともに、各エリアのきめ細かなプライシング

戦略を実行し、収益最大化に努めてまいります。 

 

また、34 ページに、リーマン・ショック以降の業績推移を示しておりますが、施工不備発覚前の

2018 年 3 月期は期中平均入居率が 90.59%を記録した年度で、その期の営業利益を超過したことは

先に述べましたが、当時の売上高が 5,300 億と前期より 1,000 億も多かったことは、収益性が大幅

に改善できたことの証左と言えます。 

同時に、2018年 3 月期末の従業員数は連結で約 7,700 人、単体で約 6,500 人だったため、1人当た

り売上高、あるいは 1 人当たり利益が大きく改善したことがご理解いただけるかと思います。 
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さて、今期の計画に移りたいと思います。11 ページをご覧ください。基本的にはプライシング戦

略を維持し、さらにトップラインを伸ばしていくことにより入居率を向上させてまいります。期中

平均入居率は 87%と、前期比 1ポイントの増加を見込み、また、入居中の家賃である稼働家賃単価

の上昇による売上高の増加を見込んでおります。 

営業利益は前期比プラス 33 億円の 266 億円となります。なお、最終利益については繰延税金資産

の取崩しを見込んでおり、145 億円を予定しております。 
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続いて、17 ページをご覧ください。入居率および成約家賃単価の推移を示しているものです。入

居率は施工不備問題の発覚以降、コロナの影響などもあり、2021 年 3 月期の 12 月には 77.07%ま

で下がりました。そこから、法人向けのトップ営業で部屋利用残の回復を図ったり、仲介業者との

関係強化などのエリア戦略を実施、継続したことにより、2022 年 3 月期以降の入居率は持ち直し

を見せております。 

2023 年 3 月期の途中まではプライオリティを入居率に置いておりましたが、それ以降、プライシ

ング戦略に軸足を移し、成約家賃単価の改善を行い、現在では、それが施工不備問題発覚前の水準

にまで回復しております。それに伴って、将来的には入居中の家賃である稼働家賃単価の上昇も見

込まれ、今後のさらなる収益改善に寄与して参ります。 
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また18ページには、賃貸事業セグメントの、1部屋当たりの売上高と営業利益を示しております。

売上高については、2022 年 3 月期以降の入居率向上施策の実施やプライシング戦略が寄与してい

ること、営業利益においてはさらにコスト改善の効果もあり、施工不備問題発覚前を上回る水準ま

で上昇していることが見て取れるかと存じます。 
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19 ページは、入居率の直近での推移と今期計画になります。2025 年 3 月期は、プライシング戦略

を継続しつつ、期末入居率 90%、期中平均入居率 87%を計画しております。 
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なお、2024 年 3 月期後半に入居率の伸びが鈍化し、前期実績割れとなった要因でございますが、

20 ページをご覧いただきたいと思います。 

こちらは、入居率を契約プランごとに分解したものです。プライシング戦略をとり始めた同時期に、

短期での部屋利用の契約形態であるマンスリープランの見直しを行いました。適正な価格帯への変

更を行い、収益が生み出せる商品に変更したわけです。 

一方、これにより特にマンスリー契約による入居率が前期末比マイナス 2.14 ポイントと、大きく

落ち込んだのが、先ほど申し上げました前期の入居率の伸び悩みのところでございます。 

ただし、ご覧の通り、賃貸契約においては法人契約件数が堅調に推移し、賃貸契約における入居率

は前期末比プラス 1.34 ポイントで推移し、かつ成約家賃単価上昇に伴う稼働家賃単価の上昇によ

り収益が確保された 1 年でございました。今期においても同様の戦略を継続し、収益最適化に努め

てまいります。 
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22 ページ、堅調に推移している法人利用でございますが、全体の利用戸数の 61.6%まで上昇しま

した。この業種別で見ますと、建設業と派遣業務請負が引き続き堅調に推移しており、法人部屋利

用戸数全体の 5 割弱まで占めております。また、飲食・宿泊業といったコロナで大きな影響を受け

た業種については、需要が回復し、前期比大幅なプラスで着地しております。 
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23 ページは、外国籍利用戸数となっております。上段の文字で記載の通りですが、法人契約の利

用戸数を加えると、外国籍の入居者は約 4.7 万戸と、全体の利用戸数の 1 割弱を占めるに至ってお

るところでございます。 
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最後、施工不備対応についてご説明をさせていただきます。4 月末時点で、今後予測される改修戸

数は約 1 万 6,400 戸まで減少しております。2024 年 4 月 5 日のニュースリリースでもお知らせし

ました通り、昨年 9 月から 3 月まで約 8,100 戸の解消をし、通期では 1 万戸以上の解消となってお

ります。 

退去した後の空室の調査および改修工事は、順調に遅れることなく進捗しておりますが、目下のと

ころ、入居者様がご利用中の部屋については、交渉が難航して調査ができない、あるいは入居中の

お部屋から仮住まい先、あるいは転居にご納得いただけないケースが発生しております。 

また、他社の管理会社が管理されている物件の所有者様、あるいは当該物件の入居者様への対応も

難航しているケース等も散見しておりますが、引き続き粘り強く交渉を行ってまいります。 

また、難航する場合には、調停を含め中立な第三者のご意見を参考に、2024 年末までの明らかな

不備解消に向け、経営方針の最優先事項として取り組んでまいります。 

以上で、私からの説明は終了させていただきます。この後、竹倉より、コストの状況やその今期計

画、財務状況やサステナビリティ戦略についてご説明いたします。ご清聴ありがとうございました。 

上田：続いて、経営管理本部長、竹倉よりご説明いたします。よろしくお願いいたします。 
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竹倉：本日はお忙しい中ご参加いただきまして、ありがとうございます。竹倉でございます。私か

らは主に原価販管費の見通しや、財務状況、またサステナビリティの進捗について、ご説明をさせ

ていただきます。 

まず、資料の 9 ページをお開きください。売上原価では、計画比マイナス 3 億円の 3,538 億円とな

りました。空室損失引当金を 10 億円計上したものの、マンスリー契約の減少などにより、水光熱

費が想定以上に減少したことなどが計画比マイナスの要因となりました。 

家賃原価につきましても計画比マイナス 2 億円と、ほぼ計画通りに着地。契約期間満了物件を主要

因として、前期比マイナス 44 億円となりました。 

また、原状回復費やメンテナンス原価は、資材高に伴い前期比で増加しておりますが、計画的修繕

と完成工事補償費用が減少したことにより、計画比でマイナス 16 億円となっております。 
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次のページは販管費でございますが、これは計画比でマイナス 38 億円の 455 億円の着地となりま

した。主要因は、採用の抑制による人件費の減少でございます。 
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11 ページ、今期の見通しとして、売上原価は、空室損失引当金を除くと前期実績とほぼ同水準の

3,527 億円。販管費は、人材戦略の推進など人材育成に向けた取組みをさらに強化し、また人件費

や賞与などの支給が増加することで、493 億円となる見込みとなっています。 
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財務状況について、13 ページをお開きください。2024 年 3 月期の最終結果、何より注目いただき

たいのは、自己資本が前期比で 398 億円積上がり、639 億。それに伴い自己資本比率は前期の

14.5%から 31.2%と、財務的な安定化に繋がっている状況でございます。 
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次ページには、キャッシュフローを掲載しております。特に、本業によるキャッシュの増減を示す

営業キャッシュフローは、プラス 214 億円となりまして、施工不備問題発覚以降、コロナの影響な

どで債務超過に陥った 2021 年 3 月期のマイナス 408 億円の最低時期と比較しますと、622 億円の

改善へと繋がっております。 
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15 ページは、株主還元についてです。今期の配当方針として中間・期末合わせて 10 円の予想とし

ております。今後は継続的かつ安定的な配当の実施に進めてまいります。 
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26 ページ以降となりますが、サステナビリティ推進について掲載をしております。当社はサステ

ナビリティ推進の一環としまして、これからの人口減少社会に向けて DX を強く推進するにあたり、

スマートロックの設置を進めてまいりました。設置戸数は現在 25 万戸を超えまして、1 社で抱え

る管理戸数では業界最大手、2024年 1月から 3月においては、入居された入居者様の約 5万 8,000

件の鍵の引き渡しが不要となりました。これは、同時期の入居者件数のうち約 92%の入居者様が、

店舗に来店せず、鍵の受け渡しを終えたことになります。 

つまり、スマートロックの推進を含めた DX は、入居中のお客様の利便性向上に寄与するだけでな

く、お部屋探しから部屋の契約、そして入居まで、全て非対面で行い、お客様にわざわざ店舗へ来

ていただく必要をなくしているわけです。 

これはまた、当社内での鍵の引き渡しなどさまざまな合理化に繋がり、1 戸当たり約 42 分の業務

削減実績、年間で約 14 万時間の業務時間削減を実現しました。これらの取組みは、店舗数を 109

店舗から 72 店舗に集約した事業運営の効率化にも大きく寄与しています。 
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また、入居中の問合せなどは、チャットボットやボイスボットで対応。お問合せに対するチャット

の対応を、24 時間 365 日行える体制に切り替えております。これらの活用により、入退去が多い

繁忙期である 1 月から 3 月にかけて、お客様からの電話での対応の応答率は、以前は 79%でした

が、現在 94%まで向上することができました。 
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28 ページからは、2023 年から始動したレオパレスグリーンエネルギープロジェクトの内容です。

CO2排出量実質ゼロのレオパレスグリーン LP ガスと電気を供給するこの計画は、2024 年 3 月まで

の供給で累計 CO2排出抑制量は約 3,000 トンとなっています。電気・ガスともに脱炭素に向けた取

組みを推進しまして、賃貸物件一棟の運営で実質 CO2排出ゼロの経営を進めてまいります。 

昨今、経済産業省より問題視されているもので、業界の慣習とされた LP ガス事業者による無償貸

与問題により、不透明な LP ガス利用料金となっているケースもあると聞いております。レオパレ

スグリーンエネルギーは LP ガスの料金の透明性を確保するために当社の賃貸サイトに料金表を掲

載し、お客様に健全で安心して利用いただけるサービスになっております。 
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29 ページには、レオパレス 21 奨学制度の掲載をしております。これは昨今、大学生の 2 人に 1 人

が使用しているといわれる奨学金の社会的課題の解決を目指し設立したもので、来年 2025 年 4 月

からの入学生より制度利用いただけるよう、応募をスタートしております。学生に対し、在学中に

おいて賃貸物件を無償貸与する、当社ならではの奨学制度で、これからの夢を持って社会を支える

若者への支援を進めてまいります。 

社会に必要とされる企業であり続けることを目指し、引き続き、住という一つの社会インフラを支

えている企業として、社業に邁進してまいります。以上で私からの説明を終了させていただきます。

ご清聴ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

上田 [Q]：それでは、質疑応答に入ります。では、みずほ証券、橋本様の一つ目のご質問。 

繰延税金資産の計上と、取崩しの今後の見通しを教えてください。25 年 3 月期以降、26 年 3 月期

以降も、経常利益と当期利益の関係は同じようになるのでしょうか。 

宮尾 [A]：今般、繰延税金資産の計上を多額に行いましたが、計算上、計画値としては 1 年分を計

画し、その後は同額ということで見積もりをスタートさせました。 

一方、過年度の税務上の繰越欠損金の期限が 6 年後から到来することを予測して、取崩しを 25 年

3 月期の計画に入れたものではあります。そういった面では、25 年 3 月期以降、26 年 3 月期にお

いても、同じような経常利益と当期利益の関係性にはなろうかと存じますが、来期以降の計画策定、

あるいは中期計画等の策定によっては、同じような幅になるか、狭まるか、あるいは広がるかとい

ったところの変動は生じるかと思っております。 

 

上田 [Q]：橋本様の二つ目のご質問。 

24 年 3 月期に自己資本が 639 億円に膨らみましたが、株主還元の考え方、1 株 10 円と前期比 5 円

増配ですが、投資家が懸念しているワラントの行使リスクに機動的に対応できると思いますか。 

竹倉 [A]：決算短信の表題に書いてありますように、潜在株式調整後の 1 株当たりの当期利益を記

載した上で、私どもとしてはその状況を常に意識しております。 

テーブルの上にさまざまな案件を並べた上で、手元資金が 686 億となった今、どういった手段が企

業価値、株主価値を最大化できるか、一番メリットがあるかということを協議しながら、最終的に

スポンサーとも協議をして着地させる予定でおります。 

今回の配当におきましては、今まで長きにわたって行えておりませんでしたので、全会一致で今、

進めております。 

 

上田 [Q]：橋本様の三つ目のご質問。 

会社資料 24 ページに出ている都道府県別入居率で、この四半期で動きがあった、石川県、富山県、

千葉県、山梨県などの動きの背景、熊本県での低下の背景を教えてください。 
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宮尾 [A]：まず、石川県と富山県はいずれも能登半島の震災対応となっております。具体的には、

被災者の方による部屋利用、あるいは復興事業によるものとなっております。 

続いて千葉県は、成田空港の新滑走路の建設が 2023年 12月に開始しましたので、その関係で建設

業、運輸業の部屋需要が高まったことが主たるところであります。 

山梨県においては、各メーカー様での工場の建設、あるいは稼働ラインの増設といった需要の拡大

がありました。 

そして、熊本県の低下は、TSMC の第 1 工場が完成をし、2 月に開所式があり、建設業と設備関連

の企業様の退室が生じたといったところではあります。今後はラインの稼働に合わせて、人材派遣

業も含めた利用が続くかと考えております。 

 

上田 [Q]：次に、SMBC 日興証券、濱田様のご質問。 

成約単価、3月下がってきている。これは季節性で特に心配する必要はないか。成約単価は 25年 3

月期に、どのように前提で考えているか。さらなるアップサイドを、法人顧客を中心に狙いに行く

のか。稼働単価と成約単価のラグはどの程度か。 

竹倉 [A]：弊社の月々の成約家賃平均につきましては 2 月前後がピークになり、そして 3 月につい

ては繁忙期最後のお客様の入居の促進を図るために家賃単価が下がる。これは私どもだけではなく

て、マーケット自体もそういった傾向があります。 

したがいまして、前期の 3 月末についても、強気で 1 月 2 月の単価を上げていたものですから、そ

の反動でグラフ上はそのような形に見えます。シーズナリティによるものでありまして、ご心配は

ないとお話し差し上げます。 

さらなるアップサイドにつきましては、今期 4 月、私どもが想定した初期の成約賃料よりも良い数

字が出ておりますので、できる限り市場の要望に応えながら狙っていきたいと考えております。 

稼働単価と成約単価については、コロナ期に入居された低家賃の入居者が退室しつつある状況でご

ざいまして、その退室単価よりも成約単価が上回って契約を進めている状況で、成約単価のほうが

強めであると、お答え申し上げたいと思います。 
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上田 [Q]：濱田様の二つ目のご質問。 

入居率目標、25 年 3 月期、期中 87%、着地 90%を計画。従前の計画から、値上げ効果も加味して

目標を引き下げているのか、保守的な計画か。 

宮尾 [A]：基本的には保守的な計画かと考えております。期中平均は前期が約 86%なので 1 ポイン

トのアップでありますが、相場の状況をよく見て、企業様の需要拡大を適切に、前広で募集家賃の

見直しを図りながら、収益機会を逃がさないようにする方針ですので、単価を上げていることと、

入居率を確保することと両方、需要を先に確保しながら動いているところです。 

企業活動の中での計画をどれだけ先にわれわれがキャッチして前広にできるかといったところにか

かっておりますので、特に単価の上昇と入居率の伸び悩みみたいに見えるところの相関関係はない

と考えております。 

 

上田 [Ｑ]：次に濱田様の三つ目の質問。 

今回、25 年 3 月期 DPS10 円、YoY プラス 5 円増配を決定した背景。自己資本比率が 31.2%と回

復したことが大きいか。今後の還元に対する考え方と併せて教えてほしい。 

竹倉 [A]：増配予定した背景としまして、自己資本比率が 31.2%となったこともありますが、昨年

度、株主還元として行う予定だった 100 億円の資金の自社株買いにおいて、実際には 34 億の株式

購入で終了したこと、当時の株価の状況もあり、66 億円は実行に至らず終わったということがあ

り、そういう背景から、今年に入りまして取締役会で協議をした上で、まず資金の次の株主還元と

して、復配を決めました。 

弊社の自己資本比率の最適な数字を再協議しておりまして、実質キャッシュ・コンバージョン・サ

イクルがマイナスの当社のあるべき自己資本比率と手元資金と今後の成長ドライバーとしての開発

事業部の資金用途を踏まえ、数字を弾いております。 

 

上田 [Ｑ]：次に濱田様、四つ目の質問。 

FIG の新株予約権対応の検討状況、進捗について。 

宮尾 [A]：新株予約権については、来年の 11 月が期限でございますので、フォートレスとしての

投資の利益の最大化と、そのときの当社の株価も含めた状況を勘案して協議をすべきことになろう

かと思っております。 
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そういう面では、今この段階で何かの検討というところではなく、おそらく施工不備問題の終結以

降のところになるかなと今のところは考えております。 

 

上田 [M]：続いて、濱田様、五つ目のご質問。 

確認になるが、現在、配当性向等の具体的な目線は定まっておらず、協議中という理解でよいか。 

竹倉 [A]：安定した株主還元を弊社としては今後進めていく状況ではありますが、今後の配当の金

額については先ほど申し上げた自己資本比率やそういった余剰資金のあり方について協議した結果、

改めて配当性向は機関決定させていただきます。配当そのものについては継続安定して行っていく

所存でございます。 

 

上田 [M]：ありがとうございました。それでは、終了予定時刻前ではございますが、追加のご質問

がないようですので、これにて質疑応答および説明会を終了させていただきます。本日は、株式会

社レオパレス 21、2024 年 3 月期決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございました。 

 

［了］ 


